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平成29年12月橋本市議会定例会会議録（第３号）その３ 

平成29年12月５日（火） 

                                          

○議長（岡 弘悟君）順番８、７番 髙本君。 

 ７番、髙本君。 

〔７番（髙本勝次君）登壇〕 

○７番（髙本勝次君）そしたら、始めさせて

いただきます。 

 まずはじめに、今回の台風21号で被災され

た皆さんに、心からお見舞いを申し上げたい

と思います。そして、また、災害対策に日夜

対応されていただいた職員の皆さん、また、

関係者の皆さんにお礼を申し上げたいと思い

ます。 

 それでは、通告に従いまして、一般質問を

行わせていただきたいと思います。 

 三点ございまして、まずはじめに、橋本市

小規模企業振興基本条例制定を求める質問で

ございます。 

 平成25年に和歌山県中小企業振興条例が制

定されました。その後、平成26年６月には、

第186回国会で小規模企業振興基本法が制定

されました。本市では、この二つの法の以前、

平成23年３月に橋本市産業振興基本条例が制

定されています。そこで、これらの条例基本

法に関連して質問いたしたいと思います。 

 政府の小規模企業振興基本法の小規模企業

とは、従業員５人以下を含む小さな企業のこ

とを言っています。本市の企業の多くは小規

模企業であります。他の自治体でも制定が進

んでおりますが、本市においても、橋本市小

規模企業振興基本条例を制定していただきた

いと思いますが、そのことをお聞きします。 

 大きな項目二つ目ですが、自主防災会と橋

本市地域防災計画についてお聞きします。 

 阪神・淡路大震災、東日本大震災、そして

昨年の熊本地震では、死者228名、負傷者2,770

名、家屋全壊が8,696戸、家屋半壊が３万4,530

戸の大きな被害となりました。地震といえば、

本市には中央構造線断層帯があり、最大マグ

ニチュード８が想定されています。 

 橋本市防災計画によりますと、被害想定数

は、多いときで、死者約200人、負傷者約1,100

人、要救助者約860人、避難所生活者約２万

2,100人と想定されています。自主防災会と防

災計画についてお尋ねいたします。 

 一つ目は、各地域の自主防災会に、防災士

が置かれておられたら、訓練等で役割を果た

していただけると私は思います。全ての自主

防災会に防災士を配置する事業計画ができな

いかをお尋ねしたいと思います。 

 二つ目に、地域と学校でそれぞれ防災訓練

が行われているかどうかをお聞きしたいと思

います。 

 三点目に、橋本市防災計画について、最新

の状況をお聞きします。備蓄で必要なものと

して、食糧、機材等の関係で、それぞれどう

いうものがどれだけ準備できているかという

ことと、防災計画としては、いつまでに、そ

れぞれどれだけの備蓄をするのかお聞きした

いと思います。 

 四点目に、橋本市の拠点避難所は全部で35

箇所ということで、災害を想定した場合、高

齢者、人の手を借りないと早く非難できない

方もおられます。そこで、全ての拠点避難所

に、想定必要数の車椅子の配置を計画的に準

備する必要があると私は思います。援助者の

労力を少なくさせるし、避難所でも活躍でき

るものであります。必要数の車椅子の配置計

画をつくるのかお聞きしたいと思います。 

 大きな項目の三点目ですが、台風21号によ

る市内の被害状況とその対策についてお聞き

します。 
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 本年、10月22日の台風21号による市内の被

害状況とその対策についてお聞きします。 

 全壊戸数、そして半壊戸数・床上浸水戸数、

床下浸水戸数、浄化槽満水被害戸数は、それ

ぞれ地域ごとに何戸ありましたか。お尋ねし

ます。 

 大滝ダムは何時に、どの水位で何時間放流

しましたかということと、大谷川樋門ポンプ

の分電盤がつかってしまってということで私

は思っていたんですが、実際に分電盤がつか

る瞬間で、深夜零時にとめたということでお

聞きしています。可動不能になったというこ

とになるわけですが、具体的なその状況を説

明していただけたらと思います。 

 被害に遭われた方々の生活支援について、

どのように対応されているかお聞きしたいこ

とと、また、国と県に対してどのような対策・

支援を求めておられるのかお聞きしたいと思

います。 

 以上、大きな項目三点でございますが、ご

答弁よろしくお願いいたします。 

 ここでの質問は以上で終わります。 

○議長（岡 弘悟君）７番 髙本君の質問項

目１、小規模企業振興基本条例の制定に対す

る答弁を求めます。 

 経済推進部長。 

〔経済推進部長（笠原英治君）登壇〕 

○経済推進部長（笠原英治君）橋本市小規模

企業振興基本条例制定についてお答えします。 

 平成26年経済センセス基礎調査によると、

橋本市では国、地方公共団体を除く総事業所

数は2,661軒です。また、従業者50人未満の事

業所は2,605軒で、そのうち５人以下の事業所

は1,832軒です。このことから、従業者50人未

満の事業所は全体の98％であり、本市事業所

の大多数が小規模企業を含む中小企業である

ことがわかります。 

 一方、中小企業基本法第２条第１項に掲げ

る中小企業は、製造業等で従業員300人以下、

卸売業及びサービス業で100人以下、小売業で

50人以下となっています。また、同法第２条

第５項にかかげる小規模企業は、商業・サー

ビス業で従業員５人以下、製造業その他で20

人以下となっています。 

 そのため、既に本市で制定している産業振

興基本条例が、小規模企業者も対象とした基

本的な振興方針を明記している条例でありま

す。また、具体的な施策に関しましても、産

業振興基金事業補助金交付要綱及び商工業活

性化資金利子補給補助金交付要綱等により、

小規模企業を含めた全体事業者を支援してま

いりたいと考えていますので、おただしの条

例を制定する考えはございません。 

○議長（岡 弘悟君）７番 髙本君、再質問

ありますか。 

 ７番 髙本君。 

○７番（髙本勝次君）お聞きいたします。小

規模企業振興基本法では、定義として第２条

にこう書いています。この法律において小規

模事業者とは、中小企業基本法第２条第５項

に規定する小規模企業者をいう。小規模企業

者とは、概ね常時使用する従業員数が５人以

下の事業者をいうと規定しています。さらに、

地方公共団体の責務として、このように書い

ています。基本原則にのっとり、小規模企業

の振興に関し、国との適切な役割分担を踏ま

えて、その地方公共団体の区域の自然的、経

済的、社会的諸条件に応じた施策を策定し、

及び実施する責務を有すると規定しています。 

 では、橋本市産業振興基本条例にこの二つ

の規定の趣旨がどこに書かれているのかお聞

きしたいと思います。 

○議長（岡 弘悟君）経済推進部長。 

○経済推進部長（笠原英治君）現行の産業基

本条例でも、壇上でもお話をさせていただき

ましたように、市内事業所の約７割が小規模
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事業者なので、あえて表現しなくても全て中

小企業、小規模事業者を含めて対象になって

おるということになります。そういうことか

ら、あえてこの基本条例に小規模企業者とい

う表現は必要ないかと考えております。 

○議長（岡 弘悟君）７番 髙本君。 

○７番（髙本勝次君）一言でいいますと、今

の答弁は部長の解釈であって、私が質問して

いるのは、文面のどこにそういう趣旨が書か

れているかということを聞いているんですけ

ども、いかがですか。 

○議長（岡 弘悟君）経済推進部長。 

○経済推進部長（笠原英治君）この条例は、

あくまでも市、事業者、経済団体、市民の役

割、さらに産業振興施策の実施にあたっての

処置等を明確にするために基本理念を示した

条例でございます。ですから、具体的なそう

いう施策については別に定めていきますし、

基本理念として定めた条例ということでご理

解いただきたいと思います。 

○議長（岡 弘悟君）髙本議員の質問に対し

て、今のは答弁になっていなんですけども、

ただ、経済推進部長の中では、その理念の中

に髙本議員の質問しているこの二つの項目が

含まれていると解釈しているという答弁でよ

ろしいですか。 

 経済推進部長。 

○議長（岡 弘悟君）経済推進部長。 

○経済推進部長（笠原英治君）この条例の定

義の中に、事業者というふうな定義がござい

ます。この事業者に全ての小規模企業も含ま

れておるということで、あえて表現していな

いということでございます。 

○議長（岡 弘悟君）７番 髙本君。 

○７番（髙本勝次君）やっぱり答弁になって

ないと思うんですけども、そしたら、お聞き

いたします。橋本市産業振興基本条例は平成

24年３月に制定されました。小規模企業振興

法、政府がつくったこの法が、その後の２年

後、平成26年６月に制定されています。国は、

従業員５人以下の小規模企業者の救済のため

に、あえて今回、小規模企業振興基本法を施

行したと思いますが、２年後に政府がこれを

制定したんですが、あえてこれをつくった趣

旨をご理解されているかをお聞きしたいと思

います。 

○議長（岡 弘悟君）経済推進部長。 

○経済推進部長（笠原英治君）確かに、国全

体で考えますと、大企業については景気の上

向きによってある程度改善された大企業も多

いんですが、その中で中小企業、特に小規模

事業者の景況感というのは決してそうではな

いかと思います。全体の事業者の中で、あえ

て小規模事業者を支援することが大切だとい

うことで、国の全体事業者の中に占める小規

模事業者のことを考えると、橋本市の場合、

その小規模事業者がほとんど７割以上、中小

企業は９割ということになっておりますので、

国が小規模企業に対してそういう法律を定め

たという同じように、橋本市があえて条例を

定める必要はないかと思っております。 

○議長（岡 弘悟君）議論がかみ合っていな

いのは、髙本議員は小規模企業振興基本条例

というのは、今、橋本市が定めている中小企

業に対しての基本条例とはまた別のものであ

って、違うので制定すべきじゃないかと。小

規模の特定したものに対してやっていかなけ

ればいけないんじゃないかという議論と、今、

行政の答弁は、それも含まれているという答

弁のやりとりになっていますので、髙本議員、

質問を変えていただいて、どこが違うのかと

いう質問、話をしていただければ、今、行政

としては同じじゃないかという答弁ばかりに

なってしまうので、このままやったら、それ

の平行線になりますので、ちょっと質問を変

えていただけますか。 



－99－ 

 ７番 髙本君。 

○７番（髙本勝次君）そしたら、お聞きした

いんですが、小規模企業振興基本法の第11条

には、政府は定期的に小規模企業の実態を明

らかにするため必要な調査を行い、その結果

を公表しなければならないとあり、さらに、

第13条第５項には、施策の効果に関する評価

を踏まえ、概ね５年ごとに基本計画を変更す

るものとするということで、政府の小規模企

業振興基本法には書かれております。という

ことは、政府がその実態調査を公表すると言

っていますし、それに基づく資料となるもの

が各自治体から提出されなければ実態調査の

報告はまとめてできないと思います。政府に

対して本市はその報告をする、私からいえば

義務があると思うんですが、政府が５年ごと

の実態調査を報告するにあたって、本市は政

府に対してどのように報告されているのかお

聞きしたいと思います。 

○議長（岡 弘悟君）経済推進部長。 

○経済推進部長（笠原英治君）政府がこの調

査を行っておる具体的な内容につきましては、

定期的に行われておる商業統計調査であった

り、経済センサス活動調査、直近では平成28

年６月にされておるわけなのですが、こうい

う基礎調査を定期的に行っております。これ

に関しては、各自治体がそれぞれの担当で実

施しておる状況ですので、そういったことは

全て国のほうに報告させていただいて、まと

めておるところでございます。 

○議長（岡 弘悟君）７番 髙本君。 

○７番（髙本勝次君）私からいいますと、統

計の資料というものじゃなくて、政府があえ

て中小企業振興基本法をつくったんですが、

それは中小企業の実態、どんなことで困って

いるのか、どんなことを要望されているのか

ということを、末端のそういう声を実際につ

かまなかったら何の意味もないと思うんです

よ。これこれの数字がここまで伸びたとか下

がったとか、そんなことじゃなくて、実際に

中小企業、小規模事業者の皆さんがどんなこ

とで困っているかということをつかまなかっ

たら何の意味もないと思うんですよ。そうい

う報告を当局として、本市として政府に提出

しなかったら、私は何の意味もないと思いま

すよ、そんなデータを提出してても。その辺

いかがですか。 

○議長（岡 弘悟君）経済推進部長。 

○経済推進部長（笠原英治君）この調査は数

字的な調査だけではありませんでして、その

結果として、2017年版「小規模企業白書」と

いうそういったものが、中小企業庁ほうで出

されております。これによって私のところも、

小規模企業者、中小企業者の状況について報

告されたものを全国でまとめられて、きっち

り整理されております。 

 その内容によりますと、当然、大企業の経

営利益は大きく改善していますけど、中小企

業、小規模企業については格差が拡大してい

る、そうであったり、中小企業、小規模企業

者は経営者年齢が非常に高齢化しているとあ

ったり、小規模企業では人手不足が非常に強

まっている、その背景には賃金ギャップがあ

る。それと、小規模なほど女性やシニアとい

った多様な人材を積極的に活用している、こ

ういう前向きな報告もあります。それと、小

規模事業者は親族内承継がほとんでございま

す。親族外の承継に非常に抵抗感を感じる方

が多い、そういった内容についてもこの調査

の中で浮き彫りになってきております。そう

いったことについて、私どもも把握しておる

状況でございます。 

○議長（岡 弘悟君）７番 髙本君。 

○７番（髙本勝次君）政府のほうから、先ほ

ど言いましたように、小規模企業振興基本法

が施行されたわけですが、それは平成26年で
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す。橋本市は５人以下の小規模企業が1,832

あります。どんな要望があって、どんなこと

で困っているか、先ほど言いましたようにつ

かむことが大事だと思うんですが、本市当局

として行政自ら実態調査したことが、この平

成26年以降あるかどうかをお聞きしたいと思

います。あれば、具体的にお話していただき

たいと思います。 

○議長（岡 弘悟君）経済推進部長、先ほど

と同じ答弁になってしまうと思いますので、

ここではっきり整理しますけども、髙本議員

は、実態調査と商業統計調査というものは全

く別ではないのかと、実態調査というのはそ

れに含まれないんじゃないかという話をずっ

とされているので、答弁としては、含まれる

ならばどういう理由で含まれる、含まれない

んならばどういう理由で含まれていないのを

きっちり明確にして答弁をいただけますか。

平行線をたどっています。 

 経済推進部長。 

○経済推進部長（笠原英治君）この白書のも

ととなる調査については、国からの指導に基

づいて本市が行っております。ただ、市が直

接事業者を回っての調査は行っておりません。 

○議長（岡 弘悟君）７番 髙本君。 

○７番（髙本勝次君）本市に1,832、圧倒的に

小規模事業者がほとんどなのに、行政自らが

実態調査をしていない。私はこれで橋本市の

地域経済活性化ができているように思わない

んですが、実態調査をする考えはあるんです

か。 

○議長（岡 弘悟君）経済推進部長。 

○経済推進部長（笠原英治君）行政として、

商工団体であったり、その他の商店街組合、

そういったところと非常に深くおつき合いさ

せていただいておりますので、そういった事

業所の状況というのはある程度把握しておる

つもりです。ですから、具体施策として制度

を設けて、小規模事業者を中心とした支援を

させていただいておるところでございます。 

○議長（岡 弘悟君）７番 髙本君。 

○７番（髙本勝次君）部長のお答えはそれは

それなんですけども、1,832あるんですよ。具

体的に数で言うていただけませんか。何軒調

べて、どういう状況やったか、調査の内容を

ちょっとお聞きしたいと思います。 

○議長（岡 弘悟君）部長、商業統計調査は、

実態調査に含まれるんですか、含まれないの

か。 

○経済推進部長（笠原英治君）含まれます。 

○議長（岡 弘悟君）でしょう。その答弁、

先ほどの答弁と食い違いがありますよ。その

答弁をしっかりしないと、やってないという

議論になっていますので、その辺の議論をき

っちり整理して答弁していただけますか。 

 経済推進部長。 

○経済推進部長（笠原英治君）統計調査の内

容につきましては、全ての事業者を対象にし

て調査しております。そういうことで、私ど

もはこの内容である程度の状況を把握してお

るということと、それと、商工団体とか、先

ほどお話させてもらったいろんな事業者と直

接かかわりを持たせていただいておりますの

で、そういった今の課題であったり、問題を、

具体的にお話いただいたり、相談を受けたり

しておりますので、統計調査の中では全部し

ておるんですが、直接調査で何軒したという

そういう報告は、現時点ではさせていただく

ことが無理だと思います。 

○議長（岡 弘悟君）７番 髙本君。 

○７番（髙本勝次君）詳しく知りたいと思い

ますので、部長、後ほど、調査の報告書みた

いなのがあるんでしたらいただきたいと思い

ますので、よろしくお願いします。 

 そしたら、ちょっと最後にお聞きしたいん

ですが、質問繰り返しになるかもわかりませ
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んけど、橋本市産業振興基本条例、この中に、

政府の、先ほど言いました小規模事業の文言

を１文追加することは不可能じゃないと思い

ますけども、その産業振興基本条例の中に、

政府があえてつくった小規模事業の１文、そ

の条文を入れることはできないでしょうか。

お願いします。 

○議長（岡 弘悟君）経済推進部長。 

○経済推進部長（笠原英治君）壇上でも申し

ましたように、全ての事業者の中に含まれて

おると考えておりますので、あくまでもこの

条例は基本的な大きな骨格の部分でございま

すので、あえて中小企業であったり、小規模

企業という表現は、現時点では考えておりま

せん。 

○議長（岡 弘悟君）７番 髙本君。 

○７番（髙本勝次君）そしたら、政府は、あ

えてこういう小規模事業者の救済になると思

うんですが、そういう意味での基本法をつく

ったことは、全然つくる必要もなかったとい

うことですか。つくる必要があったからつく

ったんであって、事業者という、ただその三

つの言葉に、産業振興条例に書いているんで

すが、それで済まされたら私はどうかなと思

うんですが、いかがでしょうか。 

○議長（岡 弘悟君）経済推進部長。 

○経済推進部長（笠原英治君）国が小規模企

業基本法をつくる前から、私どもは小規模企

業者に対してしっかり制度的に支援をしてい

く必要があるというふうに考えましたので、

中小企業90％以上、小規模企業約70％の事業

者に対して全面的に支援するということでこ

の産業基本条例を制定しまして、具体的な制

度を設けたということになりますので、決し

て国の施策に遅れをとっておるとは考えてお

りません。 

○議長（岡 弘悟君）７番 髙本君。 

○７番（髙本勝次君）なかなかうまいことか

み合わない。私はその産業振興基本条例の中

に、政府の言っている小規模の文言を入れて

ほしいということで思っているんです。そう

いう意味で、頭からできないじゃくて検討し

てください。どうぞよろしくお願いします。 

 一つ目を終わります。 

○議長（岡 弘悟君）次に、質問項目２、自

主防災会と橋本市地域防災計画に対する答弁

を求めます。 

 危機管理監。 

〔危機管理監（坂本安弘君）登壇〕 

○危機管理監（坂本安弘君）自主防災と橋本

市地域防災計画についてお答えします。 

 まず、一点目の全ての自主防災組織に防災

士を配置する事業計画をつくれませんかとの

おただしですが、防災士については和歌山県

が県内で100人の定員を設けて、修了者に防災

士の取得試験の受験資格が付与される、紀の

国防災人づくり塾という講座を毎年開設して

います。本市としては、市内全ての自主防災

組織並びに「広報はしもと」を通じて、全市

民に人づくり塾の募集を行い、講座を受講し

ていただくことで、防災士の育成に努めてお

り、平成29年10月末現在、141名の方が橋本市

で登録いただいています。しかし、資格取得

については、各自主防災組織、各個人の自主

性が大切だと考えているため、橋本市地域防

災計画において、全ての自主防災組織に防災

士を配置する予定はありません。 

 次に、二点目の地域や学校で防災訓練は行

われていますかのご質問にお答えします。 

 まず、地域での防災訓練についてですが、

市内には112の自主防災組織が結成されてお

り、それぞれの組織で自主的に防災訓練が行

われています。しかし、防災訓練を実施でき

ていない自主防災組織もありますので、全て

の組織が訓練実施できるように啓発活動を行

ってまいります。また、市内各小・中学校に
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おいては、各校の教育計画に基づき、年に１

度防災訓練を実施しています。さらに、地域

の自主防災組織と合同で防災訓練を実施して

いる学校もあります。 

 次に、三点目の橋本市の備蓄計画に関する

ご質問にお答えします。 

 本市の備蓄計画は、昨年度に発生した熊本

地震を受けて、橋本市地域防災計画における

備蓄目標を東海・東南海・南海の３連動地震

から市内で最も大きな被害が想定される中央

構造線断層帯による地震へ見直しをしました。

その中で議員のご質問の中にもありますが、

避難所生活者約２万2,000人をもとに、食糧品

や衛生用品などを平成29年度から平成38年度

までの10年間で備蓄する計画としています。 

 主なものですが、食糧は一人３食分で６万

6,000食、飲料水は一人３ℓで約６万6,000ℓ、

毛布やエアマット、歯ブラシについてはそれ

ぞれ一人一つずつの約２万2,000個の備蓄を

目標とし、それぞれ約３割は災害時に協定業

者から調達する流通備蓄で賄い、残りの７割

を橋本市で備蓄する計画です。 

 現在の備蓄の状況は、食糧が約２万2,000

食、飲料水が約１万8,000ℓ、毛布が約4,300

枚となっています。そのほかにも各拠点避難

所の防災倉庫には、避難生活に必要な簡易ト

イレ、パーテーション、ストーブ、発電機等

を備蓄しています。 

 次に、四点目の拠点避難所に車椅子を配置

する計画をつくるのかのご質問にお答えしま

す。議員おただしのとおり、避難や避難生活

において車椅子の必要な場面は考えられます。

しかし、車椅子等の個人的に必要となるもの

については、個人やそれぞれのご家庭で用意

していただくことを原則として考えています。

このため、三点目のご質問でお答えした備蓄

計画を優先して実施していきたいと考えてい

ます。 

○議長（岡 弘悟君）７番 髙本君、再質問

ありますか。 

 ７番 髙本君。 

○７番（髙本勝次君）そしたら、四つ質問項

目があったんですが、１、２、３を置いて四

点目をお聞きしたいと思います。四点目の項

目でちょっと再質問をさせていただきたいん

ですが、市内35箇所の拠点避難場所に車椅子

の設置の要望ですが、日常生活で車椅子の必

要な方は当然ご自身で持っておられます。災

害時、どんなことで必要になるかはわかりま

せん。そのときのために拠点避難所に車椅子

の設置は必要ではないでしょうかと私は思い

ます。 

 言いますと、折り畳みの車椅子、１台買っ

ても２万円から２万2,000円、ちょっと調べて

みたんですが、それぐらいの価格です。大き

な価格ではないと私は思うんですが、飲料水

や食糧、その他備蓄を優先されていることは

当然でありますが、庁舎内に40台ほど車椅子

があるとお聞きしておるんですが、常設の車

椅子をそういった拠点避難所のところに置い

ておくことが、いざというときに必要と思い

ますので、日常生活で要ることは、当然、当

たり前のことで、皆さん、なかったら生活が

できひんわけですから持っておられるのは当

然ですが、いざ災害が起こったときに、その

ときのために、どんなことでけがや高齢者の

そういう状況を判断して、必要な場合がたく

さん出てくると思うんです。そういう意味で、

食糧、備蓄と同時に、これ、やらないという

理由は言えないと思うんですけどね。計画的

に車椅子を避難所に設置するようにお願いし

たいんですが、いかがでしょうか。 

○議長（岡 弘悟君）危機管理監。 

○危機管理監（坂本安弘君）壇上からの答弁

でも申し上げましたように、28年度に備蓄計

画を見直して、今年度29年度から10カ年をか
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けて備蓄を達成していくと、計画を達成して

いくということでございます。ただ、単純に

10で割って均等に整備をしていけるものでも

ございませんで、そのときどきの年度年度の

予算の状況等も考慮しながら、10カ年で計画

を達成していくというふうに考えております。

まずは、この計画の達成を最低限の目標とい

たしたいということでございます。 

 確かに、車椅子等、必要な場合がございま

す。議員もおただしのように、市役所、それ

から社会福祉協議会のほうで車椅子を持って

おります。それらもお借りする一方、備品の

調達協定というのも、当然考えていかなけれ

ばならないというふうなところを思っており

ますので、その辺をまず優先して考えていき

たいなというふうに思っております。 

○議長（岡 弘悟君）７番 髙本君。 

○７番（髙本勝次君）今の答弁わかりにくい

んですが、車椅子を計画的に設置することが

なかったんですが、車椅子も含めて食糧と同

じように設置する。車椅子を毎年買う必要も

ないのでね。買ったらずっと使えるものだか

ら、食糧じゃなく消耗品じゃないので、それ

を設置する計画というのは、10年計画できち

っと計画を持ってやれるように考えておられ

るんですか。 

○議長（岡 弘悟君）危機管理監。 

○危機管理監（坂本安弘君）お聞きしました

ところ、学校によりましては車椅子を持って

おられる学校もありますし、そうでない学校

もあるというふうには聞いておるんですけど

も、まずは、先ほども申しましたように10年

間での備蓄計画を優先しながら、車椅子につ

いては災害協定なども考慮しつつ考えていき

たいと。予算的なめどがつけば、車椅子の配

備についても考えてはまいりたいと思います

けれども、防災倉庫の容量的な問題もござい

ますので、その辺も含めての検討課題とさせ

ていただきたいというふうに思います。 

○議長（岡 弘悟君）７番 髙本君。 

○７番（髙本勝次君）そしたら、私の解釈で、

車椅子も含めて用意するようにしていただけ

るということでいいんですか。繰り返します

けど。 

○議長（岡 弘悟君）危機管理監、確かに今

の答弁やったらそのように聞こえますよ。も

うちょっと答弁の仕方を変えてください。 

 危機管理監。 

○危機管理監（坂本安弘君）現段階では、車

椅子の調達計画は考えてございません。 

○議長（岡 弘悟君）髙本議員、危機管理監

は、まず現在の28年度に改正になったこの計

画を優先したいと。その計画ができれば、車

椅子も計画にして考えていけるんではないか

という可能性を示唆したということですね。

今はできないけども、10年の計画ができれば、

車椅子のことも考えれるんじゃないかなとい

う話をされて、今現在はそれはできないです

という話をされているんですね。 

 ７番、髙本君、再質問ありますか。 

 ７番 髙本君。 

○７番（髙本勝次君）値段もそんな高いもの

ではないので、何も難しく考えることはない

と思うんですけどね。だから、本当に10年先

に用意するなんて、30年以内に起こる可能性

があると言われているのに、明日でも起こる

かわからない。だから、10年先からじゃなく

て設置するように考えていただくように検討

してください。よろしくお願いいたします。 

 これで終わります。 

○議長（岡 弘悟君）次に、質問項目３、台

風21号による被害状況と対策に対する答弁を

求めます。 

 危機管理監。 

〔危機管理監（坂本安弘君）登壇〕 

○危機管理監（坂本安弘君）まず、台風第21
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号による市内の被害状況についてお答えしま

す。 

 主な被害状況については、12番議員への答

弁のとおりです。 

 地域別の被害については、紀陽・七福団地

で半壊が86件、床上浸水が15件、床下浸水が

51件、浄化槽のみの被害が21件です。その他

の地区では、市脇区で倒壊が１件、矢倉脇区

で浄化槽のみが１件、御幸辻区で床下浸水が

１件、杉尾区で一部損壊が１件、隅田町芋生

区で倒壊が１件、隅田町山内区で浄化槽のみ

が２件、須河区で全壊が１件、学文路区で床

上浸水が１件、床下浸水が１件、浄化槽のみ

が１件、南馬場区で半壊が１件、床上浸水が

１件、床下浸水が３件、浄化槽のみが１件、

清水区で床下浸水が２件、浄化槽のみが１件、

高野口町大野区で半壊が１件、床上浸水が１

件、浄化槽のみが２件、高野口町伏原区で床

下浸水が２件となります。 

 次に、大滝ダムの放流についてのご質問に

お答えします。10月22日の20時頃から23日２

時頃までの約６時間の間、大滝ダムの最大放

流量毎秒1,200㎥を超える最大毎秒約2,000㎥

の流入がありましたが、放流量は約1,200㎥以

下に調整することで、放流量を最大毎秒800

㎥低減させ、全体では1,500万㎥の洪水を貯留

したと推定されています。その結果、国土交

通省の試算では、今回の氾濫危険水位を超え

る最大８ｍ55㎝まで水位が上昇した五條地点

での水位を約90㎝低下させる効果があったと

推定されています。 

○議長（岡 弘悟君）建設部長。 

〔建設部長（塙阪 隆君）登壇〕 

○建設部長（塙阪 隆君）大谷川樋門ポンプ

の分電盤の浸水経緯についてお答えいたしま

す。 

 大谷川樋門に隣接する団地の排水路末端付

近に設置している排水ポンプの稼働状況につ

いては、21日17時０分に大谷樋門内水側の水

位計が3.2ｍまで上昇した段階で発電機を起

動し、その後18時０分に3.8ｍまで水位が上昇

しポンプ槽横の水路が満水状態となったため、

ポンプを起動しました。 

 しかし、その後も水位の上昇が続き、ポン

プ制御盤が水没する直前の24時０分に、水没

による二次災害の防止等を考慮し、発電機側

でポンプを停止しました。 

○議長（岡 弘悟君）健康福祉部長。 

〔健康福祉部長（石橋章弘君）登壇〕 

○健康福祉部長（石橋章弘君）次に、被害に

遭われた方々の生活支援についてお答えしま

す。 

 本市においての独自の生活支援制度はあり

ません。 

 災害弔慰金の支給等に関する法律に基づき、

自然災害により被害を受けた世帯の世帯主に

対する災害援護資金の貸付を行う制度があり

ます。対象となるのは、世帯主の１カ月以上

の負傷及び家財の３分の１以上の損害、住居

の半壊、住居の全壊、住居の全体が滅失もし

くは流失した場合です。 

 また、被災者生活再建支援法に基づき、自

然災害によりその生活基盤に著しい被害を受

けた方に対し、都道府県が相互扶助の観点か

ら拠出した基金を活用して、被災者生活再建

支援金を支給する制度もございますが、対象

となる自然災害は、10世帯以上の住宅全壊被

害が発生した市町村等で、台風第21号におけ

る本市の被災では対象となりません。 

 今般の災害に関し、適用が可能な制度とし

ては、援護資金の貸付を行うものであり、保

証人の設定や利息の条件も設定されています。 

 制度活用の可能性がある被災者の方には、

制度の案内をしていくこととしていますので、

ご理解をお願いいたします。 

○議長（岡 弘悟君）７番、髙本君、再質問
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ありますか。 

 ７番 髙本君。 

○７番（髙本勝次君）答弁書とは外れるんで

すが、関係しておりますので、生活支援につ

いて幾つかお聞きしたいと思います。 

 本年、10月27日に本市から紀陽・七福団地

の皆さまへのという案内文書が届けられまし

た。そこには、「改修工事から出る建築廃材等

は、今回被災された方々への特例として依頼

ごみ制度と同様の体制を組み、市が無料で収

集を行うこととしました。収集期間は11月末

をめどとさせていただきます。以後につきま

しては、状況を見た上で再度お知らせします」

と書かれておりました。さらに、11月９日に

配付された案内文書では、「11月30日をもちま

して、家庭から出される災害ごみ対応は終了

します」と書かれていました。 

 これまで本市は、一日も早く日常生活に戻

れるようにご努力されてきたことは存じ上げ

ていますが、でも、被災者に寄り添って、最

後まで被災者の生活支援として、11月30日で

はなく依頼ごみ制度同様の体制を組み、市の

無料収集を継続してほしいというのが願いで

ございます。本市としてこれは当然やるべき

ではないかと私は考えておりますが、水につ

かった家電、何とかだましだまし使っていま

すよという方もおられました。まだ片づいて

いないものもいろいろあるように聞いており

ます。被災者からの連絡待ち、連絡してくだ

さいという案内文書はちょっとあまりにも冷

たいなと私は思います。被災者からの連絡待

ちだけで済まさず、担当職員も大変ご苦労で

すが、現地の状況を調べることが被災者に寄

り添うことではないでしょうか。そういうこ

とで、期限を決めるのはどうかと思いますの

で、そのことをお答え願いたいと思います。 

 それと、もう一点、家電、家具についても、

被災直後同様、収集してきたわけですから、

それも継続していただけるようにできないで

しょうか。お聞きします。 

○議長（岡 弘悟君）市民生活部長。 

○市民生活部長（田中忠男君）今、議員から

おただしの無料収集、また家電等についての

災害ごみの収集です。これを11月いっぱいで

一応、切らせていただいております。ただ、

詳細といいますか、まだ先週なんですけども、

先週も被災地のほうを担当のほうが回ってお

ります。これについては先ほど議員も言われ

たような、リフォームごみの関係について、

一軒一軒回らせていただいて、現状どうなっ

ているのか、また、今後の計画等についても、

いろいろ情報を集めております。 

 そのような中で、まだまだごみも出る、リ

フォームの予定についてもまだまだ先になる、

そのような声もいただいております。それら

のことも、今回、また地元の方との説明会と

いいますか、協議の場もございます。それら

の場での声も含めて、まだ継続していくのか、

また継続するにあたっても、どういうような

形でやっていくのか、それについては考慮し

ていく必要はあると考えております。 

○議長（岡 弘悟君）７番 髙本君。 

○７番（髙本勝次君）継続していただけるこ

とになっておるのはおるんですが、これなん

ですが、被災者から業者に依頼した場合に、

業者の署名していただいて、それと、こんな

ことを書いていますよ。台風21号による床上

浸水により居住している家庭の改修工事が必

要となり、下記修繕業者に依頼しましたが、

罹災により資産の被害が発生したため、修繕

に伴い発生した産業廃棄物の処理費用の負担

が厳しく、援助をお願いいたします。援助を

お願いしますって、市自ら被災者のほうに寄

り添ってやらなあかんことを、こんなことを

こんな書類に書かせるという、これを提出し

て、それから回収されるんです。おかしいん
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と違いますか。だから、この書類を提出せん

でも回収するようにしてあげるのが普通じゃ

ないんですか。そうなっているか、私の理解

不足やったら教えてください。 

○議長（岡 弘悟君）市民生活部長。 

○市民生活部長（田中忠男君）本来、被災さ

れた方については、非常に大きな負担という

ものがかかっております。今回、かなりの多

くの方々が水の被害に遭われたということで、

ごみの回収、また家電、先ほどちょっと答弁

もれもあったかと思うんですけど、家電や家

具についても、市のほうで個別収集という形

で11月いっぱいまでさせていただいたところ

でございます。 

 また、今、議員言われたように、個人の生

活再建の負担軽減という意味で、リフォーム

に伴う、これについては産業廃棄物になるん

ですけども、基本は個人でやっていただくと

いうのが基本ではございますけれども、今回、

特に市のほうで、これについての処理費用と

いうものについても負担していこうというこ

とで、これは皆さんに啓発に、今、回ってお

るところでございます。今、議員言われたよ

うに、そういう文言、確かにありました。こ

れについてはそれぞれ市のほうでもできるだ

け回って、一軒一軒それぞれの中で業者も含

めて、市と業者、個人の方々、そして搬出業

者、これ、産業廃棄物の処理運搬許可業者な

んですけども、それらも合わせて、できるだ

け個人の負担にならないような形で行ってい

きたいということで、説明にも回っておりま

す。 

○議長（岡 弘悟君）書面に対して、その書

面がなぜ必要なのかというのを聞いておられ

るので、その答弁をよろしくお願いいたしま

す。 

 市民生活部長。 

○市民生活部長（田中忠男君）申しわけござ

いません。基本的に、これについては紀北エ

コライフで焼却処分を予定しております。ご

存じのように、エコライフについては一般廃

棄物の処分場でございます。今回、これらに

ついては法の中でも認められおるんですけど

も、申請を行った上でエコライフのほうで処

分するというようなことになっております。

これらも含めて、そういう形の文面になった

ということでご理解いただければと思います。 

○議長（岡 弘悟君）７番 髙本君。 

○７番（髙本勝次君）私は業者のサインをも

らったこの書類を提出しなくてもいいように

できるんですかと聞いているんですけど、で

きるんですか。お聞きしたいと思います。 

○議長（岡 弘悟君）７番 髙本君。 

○７番（髙本勝次君）先ほど言いましたよう

に、業者のサインをもらって、この書類を提

出して、それから、費用はかからないという

のはそれはわかるんですけど、一々これを提

出しなくてもいいように、震災直後はどんど

ん運んだって、私も畳を運びましたけど、そ

ういう面倒くさい、面倒くさいと言ったら失

礼ですけど、こういう手続きをしなくていい

ようにしてあげたいと思うんですが、どうで

すか。 

○議長（岡 弘悟君）市長。 

〔市長（平木哲朗君）登壇〕 

○市長（平木哲朗君）髙本議員の質問にお答

えします。 

 その費用を市が持つために、その申請をし

ていただくということなんです。産廃場、リ

フォームごみというのは、必ず業者が処理を

するということなんですけども、これを、産

廃を一廃に変えるという手続きを踏まなあか

んのです。これも国、県との調整もした上で、

その中で申し込んでいただいた上で、市がそ

の処分費を負担するということになっている

んです。これを何もかも書類なしでやってい
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ますと、例えば、業者さんが自分のところに

あったごみを持ってくる可能性もあるんです

よ。同時に処理をして、一緒にされたらわか

らんのですよ。 

 だから、その中で、私どもも申し込みして

いただいたら、そこを確認して、そして、こ

れだけのごみ量が出るなということで、きち

っとした形でやっていきたい。そういうごみ

にされたら、市の負担だけがふえるんです。

そうではなくて、やはり私たちも今までごみ

収集も全部、市で肩代わりをしてきましたし、

浄化槽の関係も全部市が費用負担をしました。

当然、リフォームに関しても、市で負担する

という考えなんですよ。そのための一つの手

続きとして、そこから出るごみだけはきちん

と、私たちは、市では責任を持って処理をし

ます。申し込んでいただかないと、何でもか

んでも持ってこられては、逆に橋本市自身が

法律に違反する可能性があるんです。あくま

で、今回、法律で認められているのは、災害

ごみということになっておりますので、これ

は被災者に方にとっては面倒なことかもわか

りませんけども、橋本市としても行政が法律

を破るということもできませんので、そうい

う正式な手続きを公にして、橋本市は産廃ご

みを一廃でやりますよということになってお

りますので、その辺はご理解をいただきたい

と思います。 

○議長（岡 弘悟君）７番 髙本君。 

○７番（髙本勝次君）そしたら、もう一点お

聞きします。 

 被災者の皆さんが土日しか休みがとれない、

勤務の都合で。このもろもろ幾つかの市役所

へ提出しなきゃならない各種の手続きは、素

朴な疑問ですけど、これはどういうふうに受

け付けされるんですか。土日しか休みのない

方は、休庁になっています、市役所。いろん

な手続き、減免申請の手続きがありますやん

か。そういった手続きにどのように来たらい

いんですかね。 

○議長（岡 弘悟君）市民生活部長。 

○市民生活部長（田中忠男君）減免申請等と

いうことで、税のことでのお問い合わせとい

うことで、災害により被害を受けられた方と

いうことについて、災害減免法というのがご

ざいます。また、それと別に所得税法の中で

雑損控除というような申請もございます。今

回、地元の区長さんともまだ相談もさせてい

ただいてはないんですけども、雑損控除、こ

れらについての説明会ですね、また、説明会

といいますか、これについては……。 

○議長（岡 弘悟君）部長、答弁が全くかみ

合っていません。土日の受け付けについては

どうされるんですかという話です。 

○市民生活部長（田中忠男君）これらについ

て、まだ日程調整等はできておりませんけど

も、行いたいなというふうに考えております。 

○議長（岡 弘悟君）７番 髙本君。 

○７番（髙本勝次君）ぜひよろしくお願いい

たします。 

 そしたら、最後に二つお聞きします、もう

時間ありませんので。今回、具体的な被害原

因の検証も行っているところと思うんですが、

今後、同じような被害、それ以上の被害、そ

ういったことが出ないように、抜本的な対策

をどうとるのかということをお考えかと思う

んですが、そういった検討されている情報、

それを公開していただきたいと思いますし、

不安を持っておられる市民がたくさんおられ

ると思います。現在、発行している市の広報

でその情報を記載してお知らせしてほしいと

思うんですが、早いうちの広報で、できます

か。情報公開を広報で、今、特に現状とか、

災害が起こった原因とか、こういう対策して

いますよというそういう情報を、広報で市民

の皆さんに知らせてほしいんですが、されま
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すか。 

 今回の災害について、状況の検証、それと、

今後、この対策についてどうするんですよと

いう市の考えを持っておられると思いますん

で、それを、一体どうなったんかと市民の皆

さんは不安がっているので、市はこうふうに

考えています、その考えをきちっと、現状の

掌握したことと今後の市の考えを、考えてま

すよ、こういう災害が二度と起こらないよう

にしたいと思いますよということを、広報で

詳しく多くの市民の皆さんに知らせてほしい

と私は思うんです。情報公開って大げさです

けどね。それを広報で書いていただきたいと

思うんですが、いかがですか。 

○議長（岡 弘悟君）市長。 

〔市長（平木哲朗君）登壇〕 

○市長（平木哲朗君）髙本議員の質問にお答

えをします。 

 七福・紀陽団地については、12月10日に地

元説明会を開催させていただいて、どういう

状況であったのかという説明をさせていただ

きます。これからの市の対応というのは、大

変難しい問題もありまして、一番大きな問題

がやっぱり紀の川の改修をどうしていくか。

木を切るのか、樋門にゲートポンプをつくる

のかという部分では、昨日も一般質問でお答

えしましたように、国の協議となってきます

ので、そう簡単に次の対策というのは打てる

ものでもありませんし、次、今、一つ考えて

いることはあるんですけども、ただそれにつ

いても、それが可能かどうかというこれから

の検討と、それから、予算づけということで、

まだまだそれを広報でお知らせするというの

は無理な状況ですし、なかなかこの状況とい

うのは台風ごとに変わってきます。今回のよ

うに、秋の長雨プラス台風、今回の台風は秋

の長雨、台風本体が来るまでに氾濫が起こっ

ているというふうな状況もありますので、そ

の中でどういう形でやるのか、広報でやるの

か、また自主防災会の中でこういうことが必

要と違いますかという話も必要かなと思いま

すので、まだ現時点では、そこまで考えてお

りませんので、また決まりましたら、連絡さ

せていただきます。 

○議長（岡 弘悟君）７番 髙本君の一般質

問は終わりました。 

 この際、午後１時まで休憩いたします。 

（午後０時７分 休憩） 

     

 

                                          

 

 

 


